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研究成果の概要（和文）：自然災害に関わる想定の限界についての認識不足を「メタ無知」と呼称し，多様な関
係主体間の連携によりメタ無知を緩和し，想定外の災害事態に適切に対処する為のリスクガバナンスを構築する
ための規範的枠組みを提示した．次に，平成30年7月豪雨時の地域住民の避難行動を調査し，住民避難や想定意
識に関わる実態や課題を明らかにした．最後に，メタ無知を緩和するためのリスクコミュニケーション手法につ
いて実験的に検討・提案した．

研究成果の概要（英文）：This study refers to people’s lack of cognition about the limit of their 
own presumption regarding natural disasters as “meta-ignorance” and presented a normative 
framework to mitigate meta-ignorance and cope with un-presumed disaster events through cooperation 
among various stakeholders. It conducted a survey on residents’ evacuation activities at a heavy 
rainfall event in July 2018 and explored relevant issues on their evacuation and consciousness. 
Finally, it proposed a risk communication method to mitigate meta-ignorance through social 
experiment.
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  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年，甚大な自然災害が頻発する中，「事前の想定を超える災害リスクに対して如何に対処するか」という問題
が問われている．本研究は，そうした想定外の災害リスクに対処するためのガバナンスやリスクコミュニケーシ
ョンを検討するための理論的・実践的な知見を見出しており，災害危機管理や災害に強い地域づくりの進展に寄
与することが期待される．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 東日本大震災を大きな契機として，「事前の想定を超える災害リスクに対して如何に対処す
るか」という問題が問われている．そうした中，各種の自然災害に対して，その規模や被害想
定の見直しが為されており，それに伴って，防災計画の策定や避難支援・救援体制の構築が進
められている．また，防災施設の整備や耐震対策の強化をはじめ，想定外の事態を可能な限り
未然に防止するための諸対策が推進されている． 
 
(2) しかし，どのような防災対策を施すにせよ，その実施にあたっては，自然条件や社会状況
に関して一定の想定を置かざるを得ず，その想定を超える事態を完全に抑止することは原理的
に不可能である．自然災害に関わる想定外の事態に適切に対処する為には，その想定の限界を
見定めた上で，想定を超える事態に備えた仕組みや体制を整えておく必要がある．そのために
は，地域社会における当事者一人ひとりが「想定を超える事態が起こり得ること」を理解する
ことが求められる．その一方で，人々において，そうした想定を超える事態に対する理解が不
足している場合には，災害対応に向けた平時の準備を行わないばかりか，いざ想定外の事態が
発生した場合に適切な対応を為すことが出来ない可能性がある． 
 
(3) 本研究は，以上の課題に対して，自然災害に関わる想定の限界についての認識不足を「メ
タ無知」と呼称し，多様な関係主体間の連携によりメタ無知を緩和し，想定外の災害事態に適
切に対処する為のリスクガバナンスのあり方について検討する．ここで，「メタ無知」とは，人々
が自分の想定の限界を認識せず，限られた想定の範囲内でしか災害事象を捉えることが出来な
い状況を表している．人々は，メタ無知の状態に陥ると，想定外の事態が起こり得ることを理
解できず，そうした事態に対して脆弱な対応に留まらざるを得ない．「想定外の災害にいかに対
処するか」という問題を考える上で，メタ無知を緩和することが重要な課題と言える． 
 
２．研究の目的 
(1) 多様な関係主体間のコミュニケーションを通じて，災害想定に関わるメタ無知を緩和し，
想定外の事態に適切に対処するためのリスクガバナンスのあり方やその規範的枠組みを明らか
にする． 
 
(2) 平成 30 年 7 月豪雨により甚大な被害を受けた西予市野村地区の住民を対象として，豪雨時
の避難行動や被害状況を把握すると共に，事前の想定意識との関連や今後の危機管理のあり方
について明らかにする． 
 
(3) 地域住民が「想定を超える事態が常に起こり得ること」を適切に理解し，メタ無知を緩和
するためのリスクコミュニケーションのあり方について実験的に検討し，効果的な方法を開発
する． 
 
３．研究の方法 
(1) 災害危機管理と意思決定構造の規範分析 
 火山災害に関わる危機管理の現状と課題を考察した上で，有珠山噴火の事例を踏まえて，火
山災害時の危機管理問題が災害ステージの時間的展開に応じて変化することを指摘し，各ステ
ージの意思決定問題について検討した．その際，危機管理に関わる意思決定モードが通常時意
思決定モードと非常時意思決定モードという 2 類型に分けられることを指摘し，それぞれの意
思決定モードを規定する判断基準や意思決定原理について考察した．その上で，災害ステージ
の進展に対応して意思決定モードを変更し，危機管理を進めていくための規範的枠組みについ
て考察を試みた． 
 
(2) 平成 30 年 7月豪雨時の避難行動調査 
 西予市野村地区の住民を対象として「平成30年7月豪雨災害に関する実態調査」を実施した．
この調査では，西予市野村地区にお住まいの方 316 世帯より，当日の避難行動や災害意識、災
害情報の取得状況，今後の防災対策への要望等について回答頂いた． 
 
(3) リスクコミュニケーションの実験検討 
 洪水災害を対象として，人々のメタ無知を緩和するためのハザードマップの効果的な提示方
法について検討するための社会実験を実施した．この実験では，愛媛県大洲市肱川の洪水災害
を対象にして，洪水ハザードマップの提示に加えて，その想定条件や想定を超える事態につい
て想像することを併せて要請した「内省機会促進型ハザードマップ」を考案し，その提示効果
を検証した． 
 
４．研究成果 
(1) 危機管理時の意思決定モード 
 有珠山噴火の事例を踏まえて，危機管理時の意思決定問題が，災害ステージの変化に応じて，
当該の意思決定問題を定式化するための意思決定モードを「通常時意思決定モード(Nモード)」



から「非常時意思決定モード(E
モード)」に転換するためのメタ
意思決定問題であることを指摘
した（表-1）．ここで，N モード
は，事前に災害対応に関わる防災
計画を策定し，その計画に従って
災害対応策を決定する方略を表
す．N モードでは，将来に起こり
得る災害状況のそれぞれに対し
て，現地の意思決定者が講ずるべ
き災害対応策が規定される．具体
的には，国，都道府県，市町村，
関連する防災機関や専門家等の計画策定者を中心にして，火山災害に関わる事前の予見として，
火山噴火の規模や形態，それに続く災害事象等，噴火によって起こり得る様々なシナリオが設
定され，そのシナリオに沿って必要な対応策があらかじめプログラム化される．一方，現実に
顕在化もしくは発生したリスク事象に対して，現地の裁量によりその事象に対する対応策を決
定する方略を表す．E モードでは，具体的な災害状況が顕在化した時点で，その個別状況に即
して必要な対応策が検討・実施される．ここで，現地の意思決定者は，専門家の判断を踏まえ
て，火山噴火の発生位置や影響範囲，その発生時刻等の災害リスク要因の内容や範囲を絞り込
み，災害リスクの事前の予想（予見や想定）と実際に顕在化したリスク事象との齟齬を一早く
検知することにより，直面する事態に即した迅速な対応を図ることが求められる．このモード
では，目の前に展開する事態の個別性・具体性に即して，被害の発生が懸念される特定のリス
クに焦点が当てられる．意思決定者は，例えばマキシミン原則に基づいて，起こり得る最悪の
事態を考慮し，その被害の回避に努め，必要に応じて住民全員の避難を遂行することが求めら
れる．  
 
(2) 危機管理時の意思決定の規範的枠組み 
 次に，危機管理に関わる諸討議を通じて，意思決定モードの選択を正統化するための規範的
枠組みとして，1)ミクロ討議，2)マクロ討議，3)橋渡し型討議から構成される討議システムを
提示した．ミクロ討議では，危機管理に関わる意思決定権限を有する主体間の議論を通じて，
災害対応に関わる意思決定がなされる．ミクロ討議の主な参加者は，市町村長をはじめとする
意思決定者である．その他，火山専門家や各種の関係諸機関等もミクロ討議に参加する．マク
ロ討議では，火山災害に関わる多様な関係者によって多種多様なコミュニケーションが流動的
に展開する．マクロ討議の参加者は，地域住民や企業の他，観光客，一般納税者，各種の団体，
メディア等，多岐に亘る．こうしたコミュニケーション過程を通じて，関係者の間で，火山災
害の発生可能性，被害の規模や範囲，災害対応のあり方等について互いの意見が交換され，火
山災害に関わる社会的な想定が形成される．最後に，橋渡し型討議では，ミクロ討議とマクロ
討議を接合し，意思決定者と一般関係者の間で災害想定を共有化しつつ，それぞれの討議領域
で議論された正統化の根拠を擦り合せ，両基準が整合的であるかどうかが検討される．橋渡し
型討議の主な参加者は，自治会の代表，地域の各種団体の代表，報道機関等である． 
 危機管理に関わる意思決定モードの変更を討議システムを通じて正統化するための基本的な
プロセスを整理した（図-1）．平常時（ステージ I）において，ミクロ討議では，過去の災害経
験や専門家の助言を踏まえて，2つの意思決定モードの内容が規定される．橋渡し型討議では，
マクロ討議における様々な市民討議に照らして，これらの意思決定モードの妥当性が評価され
る．そこでは，マクロ討議の内容を俯瞰的に把握し，社会的な代表性を確保し得たかどうか，
多様な関係者の間で意思決定モードの内容に関して十分な議論を行い，メタ合意が形成された

 

表-1 通常時と非常時意思決定モード 

ステージⅠ
（平常期）

ステージⅡ
（予兆期）

ステージⅢ
（緊急期及び変動期）

ステージⅣ
（安定期）噴火発生

【Nモード】 【Eモード】 【Nモード】

Nモード／Eモード
の確立

平常時の
市民討議

正当化可能性
の評価（J基準）

2次証拠
（一般市民の信念）

当該噴火に関わる市民討議
（安全と生活のトレードオフ等）

噴火活動の予兆
（火山活動観測データ）

噴火活動・災害現象
（火山活動観測データ）

災害リスク
の絞り込み

災害リスク
の見直し

意思決定モード
の変更

Nモード → Eモード

意思決定モード
の変更

Eモード → Nモード

1次証拠 1次証拠

災害対応 緊急災害対応 災害対応

ステージⅤ
（復旧期）

ミクロ討議
（意思決定者
／専門家）

橋渡し型討議

マクロ討議
（住民・企業等）

噴火活動の
減衰

当該噴火に関わる市民討議
（避難可能性，行政権限等）

噴火活動・災害現象
（火山活動観測データ）

1次証拠

事後検証

災害リスク
の絞り込み

復旧期の
市民討議

正当化可能性
の評価（ J基準）

市民意見
の集約化

避
難
勧
告
等

避
難
指
示
等

一
時
的
避
難
解
除
等

正統性
の評価

正統性
の評価
（L基準）

橋渡し型討議
・避難ルールの共有化

（ハザードマップ）
・討議的代表性／メタ合意

正統性
の評価

市民意見
の集約化

橋渡し型討議
（討議的代表性
／メタ合意）

正統性
の評価

橋渡し型討議
（討議的代表性
／メタ合意）

正統性
の評価
（L基準）

正統性
の評価
（L基準）

 

図-1 危機管理に関わる社会的な正統化の過程 



かどうかが問われる．次に，火山活動が活発化した段階（ステージ II）では，災害リスクに関
わる様々な証拠が観測される．それと同時に，平常時のマクロ討議は，そうした証拠の下で一
般の関係者が意思決定の判断基準に関してどのような信念を有しているかを推論するための 2
次的な証拠となる．こうした 2次的証拠は，意思決定モードの選択・変更に関わる判断が正統
性を持つか否かを評価する為の重要な判断基準となる．ミクロ討議における意思決定者や火山
専門家は，こうした証拠を基にして，意思決定モードの選択や変更が正当化可能であるか否か
を評価する．現実に噴火リスクが緊迫化した段階（ステージ III）において，現地の意思決定
者は，危機管理に関わる意思決定モードを Nモードから Eモードに変更し，火山噴火による被
害の軽減に向けて緊急対策を実施する．その後，災害実態が明らかになり，災害が激化する危
険性が少ないと判断された段階（ステージ IV）において，現地の意思決定者は，意思決定モー
ドを Eモードから Nモードに再度変更する．マクロ討議では，避難生活が長期化するに伴って，
避難指示の一時解除を巡って様々な議論が展開する．意思決定者は，橋渡し型討議を通じて，
こうした議論の内容を俯瞰的に把握し，社会的な代表性を確保すると共に，関係者の間でメタ
合意を形成しつつ柔軟な対応を図ることにより，自らの判断に対する正統性を確保することが
求められる．最後に，噴火活動が減衰し始めた段階（ステージ V）では，火山災害に関わるあ
らゆる証拠を踏まえて，一連の判断や意思決定が正当化し得るものであったか否かが検証され
る．それと共に，橋渡し型討議では，マクロ討議の内容に照らして，そうした意思決定が正統
性を持ち得たか否かが評価される． 
 
(3) 平成 30 年 7月豪雨災害時の避難行動 
 今回の調査より，以下のような問題点が抽出された． 
① 住民の避難行動に関する課題 
• 多くの住民（61.6%）が野村ダムの放流（洪水操作）後に避難行動を開始していた（図-2）． 
• 避難時に浸水箇所を通った人もおり（22.7％），安全な避難ができなかった． 
② 避難指示発令に関する課題 
• 多くの住民が避難指示の発令時刻について「遅すぎた」「遅かった」と感じており（63.4％），
少なくとも浸水が始まる「2 時間前」には避難指示の発令を知らせて欲しいという要望が強か
った．「2時間半以上」や「3時間-3 時間半以上」との要望も少なくなかった． 
③ 住民の災害意識に関する課題 
• 多くの住民（8 割以上）が水害により自宅に川の水が来るとは想定していなかった（図-3）．
避難指示の発令を聞いても，自宅浸水の可能性を意識しなかった人も多かった． 
• 野村ダム等の整備により避難の必要性を感じていなかった住民も多かった（54.6％）． 
④ 情報伝達に関する課題 
• 避難指示の発令が個別防災無線や屋外の防災無線を通じて上手く伝わらなかった． 
• 野村ダムの放流情報が住民の多くに伝わっていなかった．また，ダム放流による浸水の可能
性を把握しきれていなかった． 
• 行政や自治体の災害情報に関する既存の Web 媒体のほとんどが十分に利用されなかった． 
 
今回の調査結果を受けて，今後の防災対策のあり方を以下の様に整理した． 

① 避難情報の発令基準の明確化 
• 河川水位やダムの放流量など，避難勧告や避難指示等の避難情報を発令するための基準を明
確化する． 
• 住民が安全に避難できるためのリードタイムを確保する（タイムラインの整備等）． 
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以降避難指示発令(5:10) 野村ダムの洪水操作(6:20)
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図-2 避難開始時刻                図-3 水害以前の川の水の自宅到達可能性 
  に関する認識 

  （「この度の水害を経験する以前に、あなたは、

肱川からの水があなたのご自宅まで来ると思っ

ていましたか？」） 



② 住民の災害意識・避難意識の啓発 
• ダムや河川整備だけでは水害を完全に防ぐことができないことを理解する（ハザードマップ
の周知等） ． 
• 大雨情報や避難情報等の災害情報の意味を把握し，時々の災害状況に応じて，自宅の浸水可
能性や避難の必要性を判断できるようにする． 
③ 避難情報の伝達体制の構築 
• 行政の避難情報を住民に伝えるための連絡手段を整備する（個別防災無線，屋外防災無線な
ど）． 
• 災害情報に関する既存媒体のユーザビリティを高め，住民がこれらの媒体を必要に応じて使
いこなせるようにする． 
④ 行政と住民の連携体制の構築 
• 平常時より行政と住民の連携体制を整え，災害時の行政の責任ある対応と住民の自発的な対
応を通じて，地域全体としての防災力を高める． 
 
(4) 「内省機会付加型ハザードマップ」の効果検証 
洪水ハザードマップの提示に

加えて，その想定条件や想定を超
える事態について想像すること
を併せて要請した「内省機会促進
型ハザードマップ（以下、内省型
HM）」を開発した．肱川の洪水ハ
ザードマップでは，「肱川周辺で
2 日間の総雨量 340mm」を想定す
ると共に，「局所的な大雨」や「内
水氾濫」については想定されてい
ない．内省型 HM では，このハザ
ードマップの閲覧に加えて，こう
した前提条件を超える事態が起
きる可能性について想像するこ
とを併せて要請した．具体的には，
ハザードマップの配布と併せて，
付加的なアンケートを添付し，例
えば「もし，総雨量 340(mm)を超
える大雨が降った場合，あなたの
住んでいる場所は，床下からどの
くらいの深さまで浸水する可能
性があると思いますか？」「その
時，どのような被害が起きると思
いますか？」等の質問に回答して
もらった．内省型 HMでは，住民がこうした質問に回答する中で，ハザードマップの想定を超え
る事態が発生する可能性について自分自身で「考える」ことを促している． 
 本実験の結果，ハザードマップの閲覧に加えて，その前提条件に関する内省機会を設けるこ
とにより，「土砂崩れにより集落が孤立する」「農機具の流出や流木等によって家屋が倒壊する」
等，様々な「想定外」の事態に関わる意見を収集することが出来た．それと共に，ハザードマ
ップ上で浸水が予想されていない地区の住民からも，洪水災害によって自宅が浸水する可能性
があるとの意見も寄せられた．図-5 には，内省型 HM を閲覧したグループと通常の洪水ハザー
ドマップを閲覧したグループの間で，それぞれのハザードマップを閲覧することによって，①
洪水災害による自宅の想定浸水深と②その想定を超える深さまで浸水する可能性に対する自己
評定がどの程度向上するかを比較した結果を示す．①自宅の想定浸水深と②自己評定ともに，
いずれのグループでもその意識が向上する傾向が見られたが，特に②自己評定については，内
省型 HMを閲覧したグループの方がその意識がより向上する効果が確認された．この結果は，内
省型 HMが人々のメタ無知を緩和する上で一定の効果を持つ可能性を示唆している． 
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